
新春雑感　 ……………………………… 部　正男

海外の電子自治体（３） ………………石川　義憲

本稿は、フランス、イタリア及びフィンランドに

おける電子自治体の取組について紹介したものであ

る。

この中で筆者は、フランスでは、中央政府のリー

ダーシップがきわだっており、州・県や市町村が受

け持つ役割は他国に比べ少ないように見えるが、

個々には、様々な取組を進めているようであるとし

ている。一方、イタリアは、地方分権を強力に推進

しており、連邦主義の電子政府戦略も、その枠組み

の中で構築されていて、他の欧州諸国と比較し、地

方公共団体の役割は大きく、また、ＩＣカードの普

及についてもその取組が進んでいるとしている。そ

して、フィンランドにおいては、企業や大学との協

力を前面に打ち出し、国・地方を挙げて電子政府・

電子自治体を強力に推進しているとしている。

公営企業型地方独立行政法人会計基準及び注解につ

いて（２） ……………………………白水　伸英

新発想行政法（鼎談）（１）

－行政法の常識を疑ってみよう－……小幡　純子

………………………………………………平谷　英明

………………………………………………幸田　雅治

フランスにおける地方分権の動向（１７－最終回）

……………………………………………山崎　栄一

論　説

行政連携中のヨーロッパ行政（上）

…………コンスタンツ大学教授　Ｈ・Ｃ・レール

…………………東京大学助教授　太田　匡彦（訳）

政府筋の憲法解釈・行政法解釈に関する断章（６）

…………………………東北大学教授　森田　寛二

司法警察員と漁業秩序の維持（１）

－漁業調整規則の執行における行政・警察・海上

保安庁　……………上智大学教授　北村　喜宣

基本法再考（３）－基本法の意義・機能・問題性

……………………慶應義塾大学講師　川 政司

第三セクター処理の合意形成と行政管理（下）

………………………東京大学助教授　金井　利之

本稿は、先月号に引き続き、第三セクターの処理

について、自治体における行政管理に焦点をあてて

考察している。

この中で筆者は、組織・人事、財務、法務及び情

報の各分野における自治体による管理の事例を紹介

した上で、第三セクターは、限定された自治体と外

部の利害関係者たる民間企業との閉鎖的ネットワー

ク・談合体制でもあるとしている。また、住民参加

や情報公開が進んでも、安易に設立され、処理は住

民負担に転嫁されやすい「三セク」的な問題は消滅

することはなく、ＰＦＩや指定管理者においても今

後同様の失敗は繰り返されるとして、「三セク」問

題に類似する問題は自治体にとって永遠の課題であ

り、各自治体の管理能力が問われ続けるとしている。

研　究

地方政府の自律（中）

………………………上智大学大学院　原島　良成

行政判例研究〔５０６〕…………………行政判例研究会

固定資産課税台帳に登録された賦課期日における宅

地の価格の決定について「適正な時価」を超える

違法があるとされた事例

……………………慶應義塾大学教授　藤原淳一郎

自治研究 平成１８年１月号

地方自治 平成１８年１月号
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地方公務員行政の課題と展望

………総務省自治行政局公務員部長　小笠原倫明

随　想

水と大地・田園空間都市　沼田

………………………群馬県沼田市長　星野已喜雄

時の話題

平成１７年を振り返って

………総務省自治行政局公務員課長　松永　邦男

いきいき女性職員　……………………………徳島県

「心の健康に関する相談体制とストレス対策のあり

方」及び「心の健康のための早期対応と円滑な職

場復帰」～人事院専門家会議報告書より～

………………………人事院職員福祉局職員福祉課

牛久市における勤務評定制度について

～コンピテンシーを活用して人材育成～

…………………茨城県牛久市市長公室人材育成課

ダイアログ

公的年金制度について

調査解説

平成１７年度における地方公共団体の勤務時間・休暇

等に関する調査の結果について

…………総務省自治行政局公務員課　柴田雄一郎

本稿は、総務省で行った地方公共団体の勤務時

間・休暇等の状況に関する調査結果を紹介したもの

である。

その中で筆者は、勤務時間について、国や他の地

方公共団体よりも短い勤務時間としている地方公共

団体においては、速やかに勤務時間の是正を行う必

要があるとしている。また、休暇については、年次

有給休暇の使用状況が、ここ数年、平均使用日数は

漸減しており、計画的かつ積極的な連続休暇の取得

促進に取り組むとともに、特別休暇等の状況につい

ては、特別休暇が有給であること及び勤務しないこ

とが相当である場合にのみ認められるべきものであ

ることを念頭において、慎重な取扱いをすべきであ

るとしている。

平成１６年度職員の健康状況に関する調査結果について

………………（財）地方公務員安全衛生推進協会

特集１　恥ずべき地方政治のジェンダーバランス

……………………………………………岩本美砂子

……………………………………………片山　喜博

……………………………………………寺町みどり

……………………………………………中田　　京

……………………………………………岡澤　憲芙

インタビュー

国の文化財行政のあり方を地域から問う

…………………………明日香村村長　関　　義清

特集２ 若者の雇用問題にどう向き合うか

若者の雇用問題を考える　………………稲葉　陽二

経済界と「ニート」のこれから　………北城恪太郎

ニートの現状と自立対策を追う　………須貝　道雄

英国の若者雇用政策から何を学べるか

……………………………………………藤森　克彦

就労創出にこそ「当事者主体・地域社会の協同」を

……………………………………………菅野　正純

特　集　個人情報保護

世界の個人情報保護法と日本

－全面施行後の論議と２００５年９月のモントルー宣

言にも触れて－

……中央大学大学院法務研究科教授　堀部　政男

個人情報保護の諸原則とＥＵの個人情報保護指令

………大東文化大学法科大学院教授　平松　　毅

個人識別と個人情報保護

…………………………情報セキュリティ大学院大学

………情報セキュリティ研究科教授　板倉　征男

住民基本台帳の閲覧制度等の見直し

……………………東京大学法学部教授　宇賀　克也

個人情報の保護　－サイバー法の観点から－

……………………あすか協和法律事務所弁護士・

…………………明治大学法学部教授　夏井　高人

学校における個人情報保護

………………滋賀大学教育学部教授　宮田　　仁

都市問題研究 平成１８年１月号

都市問題 平成１８年１月号地方公務員月報 平成１８年１月号



個人情報保護法は世界に通用するか？

………筑波大学大学院図書館情報メディア研究科

…………………………………助教授　新保　史生

大阪市における個人情報保護制度について

－個人情報保護制度の充実・強化に向けて－

…………大阪市総務局行政部情報公開等担当課長

……………………………………………安田　了司

論　評

三位一体の改革と今後の課題

…………………総務省自治財政局長　瀧野　欣彌

最新の資料

平成１８年度地方財政対策の概要ほか（資料）

一般地方財政篇

平成１６年度地方公共団体普通会計決算の分析につい

て…………総務省自治財政局財務調査課課長補佐

……………………………………………海野　敦史

地方交付税篇

平成１７年度特別交付税の１２月交付について

…総務省自治財政局財政課課長補佐　出口　和宏

公営企業篇

政策金融改革の動向について

…総務省自治財政局財政制度調整官　山野　　謙

平成１６年度地方公営企業決算の概況について

……………総務省自治財政局公営企業課課長補佐

……………………………………………大下　　卓

構造改革への取り組み

－地域再生篇－

さわやかな四季の風吹くまち「村山市まつり交流特

区」……山形県村山市総務政策課長　須藤　健一

新しいまちづくり

－進展する市町村合併－

日本一の海運・造船王国「海事都市今治のまちづく

り」…………愛媛県今治市企画財政部企画調整課

………………………………課長補佐　渡辺　英徳

資料篇

平成１７年度道府県税徴収実績調（平成１７年１０月末現

在）

特別企画

協議制移行で求められる地方債の発行管理の考え方

と手法

＊第１回　協議制移行で何が変わったか

…………………関西大学院大学教授　小西砂千夫

本稿では、地方債の協議制移行の影響について、

制度理解と財政運営のマネジメントという観点から

論じている。

第１回である今回は、地方分権改革における協議

制移行のねらい、自治体の起債環境や地方債の安全

性の変化について解説し、基金を含めたストック面

での分析を通じて、地方債の発行管理を行うことの

重要性を説いている。

今月の視点

最近の市議会の議員定数の状況 ………加藤　幸雄

新連載

首長と職員で自治体を改革する

経営の仕組みで創る住民起点の最適な行政①

……………………………………………淡路　富男

連　載

比較検討シリーズ

事業別自治体財政需

＊構造改革特区～英語教育特区－群馬県太田市

……………………………………………小林　良彰

……………………………………………石上　泰州

三位一体改革関連・平成１８年度予算関連　資料

解　説

平成１８年度における市場公募地方債の発行について

…総務省自治財政局地方債課課長補佐　濱田　厚史

平成１６年度地方公共団体普通会計決算の概況

………総務省自治財政局財務調査課決算統計専門官

………………………………………………北村　崇史

地方債月報 平成１８年１月号

７３�

地方財務 平成１８年１月号

地方財政 平成１８年１月号
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報　告

平成１７年度「地方債に関する調査研究委員会」第３回

委員会の概要について

…総務省自治財政局地方債課課長補佐　濱田　厚史

特　集

地方債における一般債振替制度への移行の必要性につ

いて　 …………………総務省自治財政局地方債課

一般債振替制度を開始して

…………………………株式会社証券保管振替機構

一般債振替制度の開始と地方債協会の役割等について

………………………………財団法人　地方債協会

地方公営企業講座

第７章「地方公営企業　事業別の課題」－その２－

……………………………地方公営企業制度研究会

座談会

地方公営企業の経営改革の推進について

……………………………………………佐々木　弘

……………………………………………沼尾　波子

……………………………………………御園　良彦

……………………………………………山田　雅雄

……………………………………………大谷　泰夫

……………………………………………丹下　甲一

……………………………………………木村　　功

解　説

平成１６年度地方公営企業決算の概況について

……………総務省自治財政局公営企業課課長補佐

……………………………………………大下　　卓

公立病院の診察に関する債権の消滅時効

………総務省自治財政局公営企業課　幸福　　崇

……………総務省自治財政局地域企業経営企画室

……………………………………………中島　憲司

公営企業フラッシュ

海の見える　ほのぼの湯みなと温泉館の指定管理者

制度移行………………………………鳥取県企業局

相談室

宅地造成事業の経理について

特　集

Ｑ&Ａで理解する

最近の市町村税実務対応４６問４６答

Ⅰ　総則関係

Ⅱ　住人税関係

Ⅲ　固定資産税関係

Ⅳ　滞納整理関係　……地方税制実務問題研究会

新法令解釈

平成１８基準年度　家屋の評価替えに向けて

～再建築費評点補正率の改正、ほか

………………………………………………山本　武志

実務連載

〈演習固定資産税〉

国及び地方公共団体が所有する固定資産の取扱い

－国家公務員宿舎を中心として－……甘利　英治

分権時代の地方税務職員基礎講座

地方税財源の確保につながる　財政租税学入門〔２２〕

担税力と適正な税負担…………………高橋　利雄

地方分権時代における徴税業務のアウトソーシング

～その可能性と課題をさぐる〔最終回〕

委託業者の評価とその具体例　………柏木　　恵

事例でみる窓口対応マニュアル〔１１５〕

延滞金の免除と減免　……地方税窓口事例研究会

窓口実務に役立つ　地方税務職員のための国税ミニ

マム講座

相続財産を譲渡した場合の譲渡所得の特例／他

……………………………………田中　章介・監修

………………………………………………長濱美和子

………………………………………………平野　祥久

論　評

平成１８年度地方税制改正と今後の課題 ……小室　裕一

新春座談会

平成１８年度地方税制の展望

………………司会　大臣官房審議官（税務担当）

………………………………………………岡崎　浩巳

地方税 平成１８年１月号

税 平成１８年１月号

公営企業 平成１８年１月号
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解　説

平成１８年度の税制改正に関する政府税制調査会の答

申について　……………………………川窪　俊広

地方制度調査会の「地方の自主性・自律性の拡大及

び地方議会のあり方に関する答申」について

……………………………………………川窪　俊広

最近の経済動向と今後の見通し…………恩田　　馨

平成１８年度税制改正における土地に係る固定資産税

の負担調整措置の見直しについて

……………………………………………山口　大助

固定資産税における演習問題の解説

－自治大学校税務専門課程から（３）－

…………………………………………固定資産税課

今月の研究課題

改築家屋の評価方法に関する調査研究について

…………………………………………山本　武志

地方税最前線

自主財源の確保に全力を挙げて

－滞納処分の強化を図るため債権回収室の設置－

…………………………………………山田　豊幸

附　録

個人の住民税の申告書の書きかた

年頭に臨んで ……………………………久保　信保

平成１７年度明るい選挙啓発ポスター審査評

…………………………………………村上　尚徳

平成１７年度明るい選挙啓発ポスター中央審査入賞者

平成１７年度明るい選挙啓発ポスター応募状況

平成１７年度明るい選挙啓発ポスター文部科学大臣

賞・総務大臣賞作品

選挙制度入門講座（１３）…………………田中　宗孝

人口減少社会と平成の市町村合併と明るい選挙推進

協議会（その１） ……………………満間　信恭

第４４回衆議院議員総選挙及び第２０回最高裁判所裁判

官国民審査において管理執行上問題となった事例

について　 ……………………………龍野　真一

資　料

（１）平成１７年９月１１日執行第４４回衆議院議員総選

挙結果調（その４）

（２）広島県知事選挙結果調

（３）大阪市長選挙結果調

年頭に臨んで ……………………………久保　信保

２００５年英国総選挙観戦記（２）…………谷澤　叙彦

諸外国の政党関係法制（４）

～韓国の政党関係法制～ ……………鈴木　達也

資料欄

政治資金規正法の一部を改正する法律等の施行につ

いて

政治資金規正法の改正等に伴う事務処理上の留意事

項について

政治資金規正法の一部を改正する法律要綱（法律第

１０４号）

政治資金規正法の一部を改正する法律（同上）

政治資金規正法の一部を改正する法律新旧対照条文

（同上）

政治資金規正法施行令の一部を改正する政令要綱

政治資金規正法施行令の一部を改正する政令

政治資金規正法施行令の一部を改正する政令新旧対

照条文

政治資金規正法施行規則の一部を改正する省令

平成１７年９月１１日執行衆議院議員総選挙／最高裁判

所裁判官国民審査　結果調（速報）その３

実務と理論

署名検証者でないものが電子署名された情報と電子証

明書の提供を受け利用者の本人確認を行うことがで

きるか

―署名検証者でないものが利用者の本人確認を行う

ことの可否

商工会の会員である町議が自らの選挙区内に建設され

る会館の建設費用を負担することができるか

―公職の候補者等の寄附の禁止

自治実務セミナー 平成１８年２月号

選挙時報 平成１８年１月号

選挙 平成１８年１月号
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実務講座

行政手続法の改正（５）（行政手続）

実務演習

危険物施設における新技術の開発と許可（防災行政）

地方自治ナウ

地方分権推進の話題

地方分権改革の成果と今後の課題

はんれい最前線

住基台帳データ売買で自治体に衝撃

判決紹介（全１１件）

静岡県伊東市・都市計画道路区域内建築不許可事件

（東京高判／１７.１０.２０）

熱海市・清掃工場建設工事談合事件（静岡地判／

１７.７.２９）

千葉県・婦人相談所非常勤嘱託員地位確認等請求事

件（千葉地判／１７.３.２５） …ほか

法律相談

指定管理者の許可権限と指定制度の運用

訴訟情報

愛知万博懇談会に民間人と公務員が出席の場合、公

務員名も含め全面非公開

―名古屋高裁判決　…ほか

判例地方自治 平成１８年２月号

６５�

９６�
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